

　第4章　ナイキの経営戦略のポイント
4-1 ナイキのターゲット戦略
　従来のナイキのターゲットは、「競技生活を目指す真剣勝負のアスリート」である。ところが、1982年、普段靴、エアロビクス、競技用など様々なシーンで使用可能なリーボック社の「フリースタイル」の登場により、ナイキは戦略転換を迫られたのである。具体的にはスポーツを趣味として楽しむ「スポーツ愛好家」にまでそのターゲットを広げる事となったのである。ナイキは、既に数年前から、イノベーション、スピード、顧客との直接的な繋がりを重視する戦略を打ち出し、オンラインや実店舗とモバイルを連動させた販売にシフトしているのである。デジタルと直販が近年の成長を牽引しているため、現在の戦略について来られる若い層をターゲットにしていると言えるのである。
4-2 ハイブリット戦略で成功するナイキ
　今注目したいのが、既存メーカーによる一般流通とD2C（EC×直営店）を掛け合わせたハイブリッド戦略である。このハイブリッドで成功している企業はナイキである。トップアスリートの支援やハイブランドとのコラボなど、スポーツとファッションの両面でファンを獲得しているのである。スマホアプリを軸にした積極的な情報発信、スニーカー情報に特化したアプリ「SNKRS」で行われる限定商品の販売など、デジタルをうまく活用することでD2Cビジネスを成功に導いているのである。既存の大手メーカーであるナイキがD2Cビジネスを成功させた背景にあるのは、限定モデルを抽選販売するなど「なんとかして手に入れたい」「手に入ったことをSNSでアピールしたい」といった消費者心理を巧みについた販売戦略だけではないのである。メインアプリとの連携も含めた直営店×ECで、定価購買する仕組みを作ったことがあるのである。この戦略に寄与しているのが、LGBTQやBlack Lives Matterなど人権問題を扱う社会派メッセージ、リサイクルポリエステル素材を使用したサスティナブル製品の「スペースヒッピーシリーズ」の販売など、デジタルが得意な「情報更新頻度」「多くのプロダクトを主人公にするストーリー」の掛け合わせである。セールやアウトレットに行くユーザーもいるため、ナイキはユーザーの消費行動に合わせて選択肢を用意しているのである。
D2Cビジネスを築く上で重要なのは、まずメーカーが自社で売り切る 仕組みを持つことである。そして、ユーザーニーズに合わせて、シューズ専門店やスポーツ量販店でも販売するという多様なチャネルを持つことである。プロダクトの共通点は、全てナイキのロゴである「スオッシュマーク」のついた靴である。5000円程で購入できるものもあれば、2～3万円とやや高額なモデルも存在するのであるさらには数百万円という超レア商品も存在するのである。それぞれの価格帯やモデルによってユーザー層は異なるが、どのレイヤーに      　　　　　　　　　　　おいても「ナイキの商品が欲しい」と思える消費者を生み出しているナイキのハイブリット型コミュニケーション戦略は、メーカーがD2Cビジネスに参入する上での理想形の1つと言えるのである。
4-3 宣伝・広告への多額の投資
　数あるスポーツブランドの中でも、ナイキが広告宣伝費に注ぎ込む費用は世界トップクラスなのである。ブランドのPRイベントやテレビ・紙媒体の広告、アスリートとのスポンサー契約など、その費用は3,000億円を超えるのである。広告宣伝費に惜しげもなく資金を使うことで、消費者の積極的な購買を促し、結果として注ぎ込んだ資金以上の売り上げを伸ばすことに成功しているのである。
　2018年に米ナイキが制作した「Just Do It.」30周年記念CMには、プロフットボール選手であるコリン・キャパニックが起用されているのである。キャパニック選手は2016年に、黒人への差別に対する抗議として、フットボール試合前の国歌斉唱中に起立を拒否したのである。この行動はアメリカ全土で論争が起こり、社会問題にまで発展しているのである。企業としては、このようなアスリートをCMに起用することは、炎上などのリスクが多く、避けるのが一般的なのである。しかし、ナイキは「何かを信じろ。たとえそれで全てが犠牲になるとしても」というメッセージとともに、キャパニック選手を30周年記念のCMに広告塔として起用したのである。CM公開後は予想通り、ナイキの不買運動が起こったのである。しかし、その一方で、CMを公開した週末にはネットでの販売が31％増加と、驚くほどの売上を記録し、結果的に広告としては「大成功」したといえるのである。
なぜナイキのCMは炎上しながらも、これほどまでに売上を伸ばすことができたのであろう。その理由として「適切なペルソナに響くメッセージを込める」ということがあげられるのである。ナイキの重要な購買層の中に、有色人種や移民、若者がいるのである。ナイキは炎上覚悟で、コマーシャルにこのような層にピンポイントで響くメッセージ性をもたせたのである。多くの人々から支持されるような万人受けを狙ったコマーシャルではなく、特定のペルソナに向けたコマーシャルを打ち出すことで、ナイキからのメッセージに賛同する層の購買意欲を促すことに成功したのである。その結果、不買運動などのマイナスを超えるほどの売上を実現したのである。ナイキは、メッセージ性が強い広告を打ち出したり、プレミアを付けた販売手法をしたりすることによって、多くのファンを惹きつけているのである。また、プロスポーツ選手・スポーツチームとのコラボレーションをすることで、世界中の誰にも知られるようなスポーツブランドになったのである。ターゲットとしたい相手に、きちんとフィットしたプロモーションができているかをこまめに検証・実践することは、プロモーション戦略には欠かせないのである。
4-3-2 宣伝戦略の効果
ターゲットを「スポーツ愛好家」にまで広げるにあたり、新たなCMの制作に取り掛かったのである。その代表作としてCM「レボリューション」編が挙げられるのである。このCMの特徴はキャスティングである。それまでのナイキのCMは、マイケル・ジョーダンを代表とするナイキ製品を愛用するプロ選手を起用していたのである。「レボリューション」編ではスポーツを楽しむ幅広い年齢層のスポーツ愛好家をキャスティングし、BGMにビートルズの「レボリューション」を使用して話題になったのである。しかし、結果として、それ以上に世間の注目を集めたのが「訴訟問題」である。BGMの楽曲使用に関して、ナイキはビートルズの所属事務所に許可は得ていたものの、残存メンバーから個人的な訴訟を起こされたのである。この訴訟問題がニュース、雑誌、新聞で取り上げられ、ナイキは期せずして無料パブリシティを享受する結果となったのである。
4-3-3「Just do it」キャンペーンの誕生
CM「レボリューション」編で大きな成功を収めたナイキは,新たなCMの制作に取り掛かったのである。これがCM「ヘイワード競技場」編である。このCMでは、ナイキの共同経営者フィル・ナイトとビル・バウワーマンが出会ったオレゴン州立大学が舞台となっており、ナイキとジョギングのルーツを描くコンセプトのもと制作されたのである。しかし、このコンセプトが熱狂的ランニング愛好家以外の人々にとっては共感されにくかったことから「レボリューション」編のように大きな注目を集める結果には至らなかったのである。これを受け誕生したのが「just do it」キャンペーンである。ナイキは「ヘイワード競技場」編での失敗の挽回を図り、広告代理店のワイデン&ケネディー社に新たなCMで用いるコピーの考案を委託し、ダン・ ワイデンが「just do it」のコピーを発案したのである。1988年8月7日、「just do it」をモチーフにジョアン・アーンストという名のトライアスロン選手にスポットを当てたCMを公表するのである。続けて同日の夜、サンフランシスコの名物ランナー、80歳のウォルト・スタックにスポットを当てたCMを続けてオンエアし、話題を呼んだのである。キャンペーンの開始から二カ月もしないうちに「just do it」のコピーは時代の流行語となったのである。そして現在でも、商品のスタイルは変わっても「just do it」のコピーを使い続けることで世界発展に伴う問題や、新規社員の増加がもたらすブランド・スチュワートシップ(ブランドを大切に守り育てること)の問題を克服に役立っているのである。
4-3-4 「NIKEiD」の展開

ナイキのサービスに、「NIKEiD」があるのである。これは、顧客自らがデザインし、世界にひとつだけのオリジナルシューズが作れるというものである。ウェブ上で好きなモデル、カラー、文字、アウトソールの形状などが選択できるのである。NIKE原宿に「NIKEiDBespoke」3特別スタジオを設置し、2011年8月24日〜29日の6日間限定でニューヨークのデザインコンサルタント、iZ(イージー)氏によるプレミアムカスタマイズサービスを行ったのである。1 セッション(90分)毎に1足のデザインアドバイスを行ったのである。このサービスは完全予約制で、6日間で28セッション実施されたのである。価格は10万円かかったのである。
4-4 若者を意識したデジタル化へのシフト
政治的運動をサポートすることで、離れていく顧客がいても、ナイキに賛同する顧客も十分に残るのである。そして、その賛同する購買層の中心にいるのが若者である。ナイキは、早期からこの若い層をターゲットとして、オンラインでの販売やアプリを使ったキャンペーンに力を入れてきたのである。デジタルを活用した販売戦略に対応できる若者を、ターゲットとの中心として捉えているのである。ナイキは炎上を恐れず、コマーシャルに、ナイキが自社の商品を使ってほしいと思っている購買層に響く強いメッセージを込めているのである。幅広い人に支持されるコマーシャルではなく、特定のペルソナを意識して購買を促すことで、他社との差別化に成功したと言えるのである。
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